
資料６ 

「山形県災害廃棄物処理計画」の策定について 

 

１ 計画策定の背景 

○ 東日大震災の経験を踏まえ、環境省は、都道府県等における災害廃棄物処理計

画の作成に資することを目的に、災害廃棄物対策指針（平成２６年３月）を策定。 
○ 政府は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律を一部改正（平成２７年８月施行）

し、非常災害時における廃棄物の適正な処理に関する事項を追加。 
 ○ 「廃棄物の適正な処理に関する基本的な方針」（環境省）（平成２８年１月）に

おいて、都道府県の役割として、地域防災計画等と整合を図りつつ、災害廃棄物

処理計画の策定や市町村の計画策定への支援を行うことを位置付け。 
 ○ 第２次山形県循環型社会形成推進計画【中間見直し版】（平成２８年３月）に

おいて、災害廃棄物処理計画を作成することを含め、災害時の廃棄物処理体制の

構築等について記載。 

 
２ 計画策定の目的 

○ 大規模な災害が発生した場合の災害廃棄物処理について、あらかじめ必要な想

定を行い、迅速で適切な災害応急対策及び災害復旧・復興対策を実施する。 

 
３ 計画策定の基本的考え方 

○ 管内の市町村が被災市町村になることを想定し、災害予防、災害応急対策、復

旧・復興等に必要となる事項を計画として取りまとめるとともに、支援地方公共

団体となることも想定し、必要となる事項を取りまとめる。 
○ 山形県地域防災計画で想定する大規模災害時の被害を想定し、整合性を確保す

る。 
○ 計画策定に当たっては、管内市町村と災害規模の想定等必要事項の調整、情報

共有を行う。 

 
４ 計画策定に当たっての主な検討事項 

○ 組織体制、各主体の行動計画、協力支援体制、広域処理体制、処理フロー・ス

ケジュール、発生量の推計、仮置き場の確保、仮設処理施設の必要性、運搬・分

別・処分・再資源化の方針、避難所ごみの処理 等 

 
５ スケジュール 

○ 平成２８、２９年度の２年間で策定する。 
・平成２８年度：基礎調査（業務委託）、市町村説明、計画素案作成 
・平成２９年度：計画案作成、市町村意見照会、成案、環境審議会へ報告、公表 

 


